
平成6年12月21日
保険2・・・・・・…　1

保険2（損害保険）問題

1．次の問いに答えよ。（16点〕

　為替相場の変動は損害保険経営に種々の影響を与えるが、時の経過とともに円高が進行した場合、｛1）事業損
益計算、（2）事業外泊益計算においてどの」：うな事象が発生するか、それぞれ4項目づつ列挙せよ。

2．次の問いに答えよ。　〔16点）

　自動車損害賠償責任保険では、その性格によって4種類の責任準備金を積み立てることとされているが、それ

ぞれの名称とその内容について簡単に説明せよ。

3・次の条件で下記の谷間に答えよ。解答用紙には計算過程も記載すること。　128点〕

A損害保険会社における当年度の自動車保険の事業成績は次のとおりであった。

11）　当年度の各月の正味収入保険料増収率はユ0％であった｛前年度の正味収入保険料は、3月が1，400で

　　その他の月が1，200であり、増収率は各月とも0％であった。）。ただし、全契約とも保険料払込方法は

　　年1回払、保険期間は1年とする。

（2〕　正味保険金は91030で、損害率〔インカード・ツー・アーンド・べ一シス〕は60％であった。

（3）　正味事業費は6，！00で、うち損害調査費は500であった。

（4〕　I　B　N　R備金計算上の1イ〕各年度の積立所要額、1口〕直近3年度の発生損書増加率1％〕は担保種目別に次の

　　とおりであった。

車両

対物

対人

格傷

（イ〕

前々々年度　　前々年度

　　80　　　　　90

　工00　　　　140

　170　　　　250

　　50　　　△50

前年度　　当年度

100　　110
150　　　130

300　　350
　　0　　　　50

（口〕

前年度　　　当年度

1王0．0　　110．0

110．O　　110．0

105．0　　105．0
105．0　　105．O

（5）　異常危険準備金言十真上における自動車グループでは、自動專保険以外の保険種目はすべて損害率40％であ

　　り、それらの正味保険料合計は5，O　O　Oであった。

　　　また・異常危険準備金の前期末残高は、自動車保険2，500、その他の保険合計で2，000であった。

　　以上の条件で、次の谷間に答えよ。ただし、法人税等の実効税率は45％とし、計算した絡累に端数が生じる場

合は小数点以下第ユ位まで求めよ。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　保険2““．’2

間1．当隼度の（1〕正味蚊久保険料、（2〕未経過保険料、（3〕未経過保険料積増額、｛4）既経過保険料を求めよ。

間2、’決算公表べ一スの｛1〕正味損害率、｛2〕正味事業費率を求めよ。

間3．当年度の（1〕普通支払備金積増額、12〕I　B　N　R備金積立額、（3〕工B　N　R備金積増額を求めよ。

間4．異常危険準備金の（1）グループ計の要取崩額、12〕自動車保険の実際の取崩額、13〕自動車保険の当期繰入

　　　額を求めよ。ただし、繰入書十算は統一経理基準に従うものとして特認による繰入は行わない。

問5．当期の11〕責任準備金積増額、12〕事業損1△〕益を求めよ。ただし、各年度とも未経過保険料が初年度収支

　　　残高より大きいものとする。

間6．この会社の自動車保険経営」二の問題点を1っ挙げ、その理由を簡潔に述べよ。

4．次の問いに答えよ。　（40点〕

　損害保険会社が資金調達を行う目的並びに認められている調達手段について説明せよ。さらに、資金調達において

考慮されるべき諸要件を踏まえ、そのあり方について所見を述べよ。
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　　　　　　　　　　　　　　　保険2［損害保険］解答例

問題ユ

　　代表的な解答例を示すと次のとおり。

（1）①外貨建保険取引にかかる収入保険料、支払保険金、支払手数料の減少

　　②外貨建保険取引において、円貨換算された金額と実際に授受された円貨との

　　　差による為替換算損益の発生

　　③決算期末における支払備金積立額（円貨額）の減少

　　④決算期末における外貨建資産・負債の評価替に伴う為替差損益の発生

（2）①外貨建有価証券・貸付金等にかかる利息・配当金の減少

　　②外貨建有価証券の償還時における償還損の発生

　　③外貨建貸付金の元本返済額の減少による為替差損の発生

　　④外貨建短期金銭債権・債務の評価替に伴う為替差損益の発生

　　⑤外貨建社債にかかる支払利息の減少

　　⑥外貨建貸付金にかかる15％ルール適用による為替差損の発生

　　　［注］有価証券評価損等の特別損益に属するものは正解として取り扱っていない。

問題2
　　教科書［保険2（損害保険）］のP106，107を参照
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問題3

　　問11 （1）16，060 （2）　8，800　　　　（3）　800 （4）一15．260

題意により正味保険料、未経過保険料を整理すると次のとおりである。

4月

5

6

7

8

9

10

11

12

1

2

3

計

前々年度

正味Pr

1．200

1．200

1．200

1’200

1．200

1．200

1．200

1．200

1．200

1．200

1．200

1．400

14．600

　　前

正味Pr

11200

1．200

1．200

1，200

1．200

1，200

1，200

1．200

1．200

1．200

1．200

1．400

14，600

年 度

未経過

　　100

　　200

　　300

　　400

　　500

　　600

　　700

　　800

　　900

　1．000

　1．100

　1．400

　8，000

（増収率は各月0％）

　　当

正味Pr

1．320

1．320

1．320

1．320

1．320

1．320

1．320

1．320

1．320

1．320

1．320

1．540

血

年 度

未経過

　　110

　　220

　　330

　　440

　　550

　　660

　　770

　　880

　　990

　1．I00

　1．210

　1．540

　8，800

（増収率は各月10％）

・未経過保険料積増額は、8，800－8，000＝皿

・既経過保険料は、16，060－800・二15，260

間2、　（1）　59．3％ （2）　34．9％

・公表の正味損害率は損害調査費を含めるので、（9，030＋500）／16，060＝59．3％

・公表の正味事業費率は損害調査費を除くので、（6，1OO－500）／16，060＝34．9％

間3．（1）126 （2）　579　　　　（3）　85

（1）インカード・ツー・アーンド・べ一シス損害率が60％であるから発生撮書類は、

　　既経過保険料（15，260）×60％＝9，156

　　故に、普通支払備金積増額は、9，156－9，030＝ユ姐
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（2）当年度IBNRの計算

車両

対物

対人

傷害
計

積立所要額の
3ヶ年平均（イ）

　　100

　　140

　　300

　　　0

（口）

110．0

110．0

105．0

105．0

要積立額（a）要積立額（b）
　（イ）X（口）

　　110

　　154

　　315

　　　0

　　579　　＞　　　　457．8

・要積立額（b）は、I5，260×3％＝457．8

（3）則年度IBNRの計算

車両
対物

対人

傷害
計

積立所要額の
3ヶ年平均（イ）

　　　90

　　130

　　240

　　　0

（口）

110．0

110．0

105．0

105．0

要積立額（a）要積立額（b）
　（イ）×（口）

　　　99

　　143

　　252

　　　0

　　494　＞　　　438

・要積立額（b）は、前年度の増収率が各月ともO％であったことから

来経過保険料積増額は0となり、14，600×3％＝438

従って、IBNR備金積増額は、579－494＝85

一90一



問4．（I）500 （2）　275　　　　（3）　321．2

・異常危険準備金の計算

前期末積立額

正味保険料
正味保険金
損　　害　　率

損害率50％相当額

グルーブ計の要取崩額

種目別要取崩額
取崩額（自動車のみ）

基準繰入額（2％）

当期末積立額
当期末積立率（％）

自動車

2．500

161060

9．030

56．2％

8，030

1．000

固321．2

2，546，2

　15．9

その他

2．000

5．000

2，OO0

40．0％

2，500

　100

2．100

42，O

　計

41500

21．060

11．030

52．4％

10，530

団
　　275（注1）

　421．2

4，646，2

　22．1（注2）

（注1）自動車グループは有税積立であるから取崩の場合税引ネット取崩

　　500x（1－45％）＝275　（自。動車の前期末積立額は2，500で取崩可能）

（注2）グルーブ計での当期末積立率は15％を超えているから150％の割増繰入の対象とならない。

間5．（1）．846．2 （2）　△127．2

正味保険料　16，060

正味保険金　9－030
正味事業費　6，100
営業収支残高　　930
支払備金積増額　　　211　（126．十85）

責任準備金積増額　　　846．2　（800＋321．2－275）

事業損益△127．2

問6．IBNR備金計算における要積立額（a）が要積立額（b）を超過し、かつ各年度の積立所要額

　　すなわち、普通支払備金の積立不足額が毎年増加していること。
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閻題4

1．資金調達の目的

　損害保険会社が資金調達を行う目的として以下のようなことが考えられる。

（1）担保力の強化

　　　　損害保険事業は、取り扱うリスクの種類が多く巨大リスクを担保することか

　　　ら、収支の対応が一般事業会社に増して難しい。そうしたなか資本勘定を充実

　　　させることが支払能力を高めるために有効であり、資金調達の目的の一つとし

　　　て担保力の強化が挙げられる。

（2）設備投資等

　　　　営業店舗の拡充や大型コンピューターの購入等、設備投資に充てる資金を手

　　　当するために資金調達が行われている。また、子会社設立のために資金調達を

　　　行うことも考えられる。

（3）突発的な資金需要への対応

　　　　台風や地震、大火などの巨大災害発生時の保険金支払等により、一時的に資

　　　金ぐりが厳しくなった場合には、短期の資金調達により対処することがある。

（4）一時的、巨額な資金流出への対応

　　　　積立保険の進展に伴い積立資産の流入・流出が損害保険経営に与える影響が

　　　大きくなってきている。大量満期、解約により一時的に資金ぐりが厳しくなっ

　　　た場合には、短期の資金調達により対処することも考えられる。

（5）運用の効率化

　　　　一酵的な資金需要に対し、保有資産（例えば高利回りの債券）を取り崩して支

　　　仏に充てるよりも、短期の資金調達を行って対処した方が、資産運用の効率化

　　　の面から育利な場合がある。こうした場合、運用の効率化も資金調達の目的と

　　　して考えることができる。

（6）為替リスクヘッジ

　　　　外貨建資産の為替リスクをヘッジするために、同通貨による資金調達を行い

　　　為替変動による損益を相殺することがある。

2、資金調達手段

損害保険金杜に認められている資金調達手段には以下のようなものがある。

（1）増資

　　　　株式会杜の基本的な資金調達手段であり、賀本を増加させて払込資金を得る一

　　　ことになる。通常、株価に対応した払込資金が得られる時価発行増資の形で行

　　　われる。

（2）社債の発行
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　　　株式会社については、転換社債、新株引受権付社債の発行が認められてい

　　る。但し、調達資金の使途は設備投資に限ること、調達から使用までの間は別

　　勘定で資金を管理することとされている。

（3）当座借越

　　　保険業務に伴う一時的な資金不足に対応するため、総資産のO．5％以内で

　　当座借越が認められている。期間は7営業日以内とされている。

（4）銀行借入

　　　保険金の支払に充てるため、定期預金を担保とした短期銀行借入が認められ

　　ている（月越は不可）。そのほか、巨大災害の支払に伴う資金ぐりのために、特

　　別に銀行借入が認められたことがある。

（5）C　Pの発行

　　　94年4月より、保険関係の資金ぐりを目的としたCP（コマーシャル・

　　ぺ一パー）の発行が認められた。発行限度額は、通常時は総資産の2％以内と

　　されている。

（6）インパクトローン

　　　外貨建資産の為替リスクヘッジのために、インパクトローンの借入が認めら

　　れている。借入期間5年以上、限度額は外貨建資産の5％以内で、資金の使途

　　は定期預金あるいは国債の購入に限定されている。

3．考慮されるべき諸要件

　資金調達を行う際に考慮されるべき諸要件として、次のようなことが考えられる。

（1）調達手段・規模

　　　　目的に合わせて資金調達の手段、調達する金額を決定する必要がある。長期

　　　資金か短期資金か、円貨か外貨が、資本取引とするかどうかなど、調達手段に

　　　より資金の性格が変わってくる。また、必要とされる資金量と、資金調達環

　　　境、自社の株価水準、収支の状況などから調達すべき適切な金額を決定しなけ

　　　れぱならない。

（2）収支

　　　　資金調達を行う場合、収支の状況は極めて重要な要素である。発行費用・支

　　　私利息などのコストを十分に検討し、資金調達の目的からみて、収支上許容で

　　　きる範囲であってはじめて調達が可能となる。

　　　　また、資本が増加すると配当負担が生じることになるので、中長期的にみて

　　　適正な利益が確保できるかどうかもよく検討しなければならない。

（3）返済能力・絡付

　　　　資金調達を行う場合は、キャッシュ・フローをきちんと押さえて、返済資金

一93一



　　の手当を考えなければならない。設備投資等の規模も、調達資金の返済能力か

　　らみて過大にならないように注意が必要である。

　　　また、無担保の社債やコマHシャル・ぺ一パ日を発行する際には、返済能力

　　の客観的評価として格付けを取得することが必要である。絡付けの良否により

　　発行条件に差が生じるし、調達手段が制限されることもある。

（4）資本市場の環境

　　　資本市場の環境が悪い場合、数百億円単位の大型起債は円滑に消化されない

　　恐れがあり、また発行条件の悪化も懸念される。

　　　資金調達を行う際は、資本市場の環境に注意して実施時期、調達規模等を決

　　めなければならない。

（5）株主への利益還元

　　　資本取引をともなう資金調達においては、株価の調整讐により株主間の利益

　　を調整するとともに、無償増資、公約配当性向の維持等による利益還元も必要

　　となる。

4．資金調達のあり方

（1）資金繰り

　　　　損害保険裏業は、その特性から突発的な資金需要が発生したり巨額の資金手

　　　当が必要になるなど、資金繰りが難しいということがある。こうした資金繰り

　　　に対処し効率的な資産運用を行なうため、短期の資金調達について可能な限り

　　　途を開いておくことが望ましいであろう口

（2）エクイティファイナンス

　　　　支払能力を高める上でエクイティファイナンスによる自己資本の充実は有効

　　　であるが、会社の収益力・成長力を考えると、会社が計上できる利益には自ず

　　　と一定の限度があるはずであり、調達できる資本の額もそこから決まってくる

　　　ものといえる。

　　　　特に、設備投資のための資金調達については、償却負担が加重されるため利

　　　益への影響が大きいので、調達額の決定は慎重に行なわれるぺきであろう。

（3）会社の体質強化

　　　　資金調達は、会社の業容や財務内容を踏まえて実施されるものであるから、

　　　資金調達を行う前提として、会社の体質強化や安定的な収益確保が重要であ

　　　る。資金調達手段の多様化に伴い、投資家や契約者に対する会社の責任は従来

　　　に増して重くなっており、健全な裏業運営の一環として資金調達が行われなけ

　　　ればならない。

（4）ディスクロ〕シャ］

一94一



　資金調達に係る規制緩和に伴い、投資家保護の観点からディスクロHジャー

の充実が求められている。一般投資家向け、証券アナリスト等の専門家向けと

もに適切な情報開示に努め、投資家の信頼を維持していけるよう努めなければ

ならない。
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